
広島市請負工事検査要領 

 

（この要領の趣旨） 

第１条 この要領は、広島市請負工事等検査規程（昭和３５年広島市訓令第４２号。以下

「検査規程」という。）第１３条に基づき、検査に必要な事項を定めるものとする。 

 

（検査の種類） 

第２条 検査の種類は、次に掲げるとおりとする。 

⑴ 完成検査   工事の完成を確認するための検査 

⑵ 既済部分検査 工事の完成前に代価の一部を支払う必要がある場合において、工事の

既済部分を確認するための検査 

⑶ 完済部分検査 工事の完成前に既済部分の引渡しが必要である場合において、工事の

既済部分を確認するための検査 

⑷ 中間検査   工事の施行過程において行う技術的検査 

 

（検査担当課） 

第３条 検査は、１件の当初設計金額が１,０００万円以上の工事にあっては都市整備局技

術管理課、その他の工事にあっては工事担当課が行うものとする。 

  ただし、次に掲げる工事については、設計金額にかかわらず工事担当課が行うものと

する。 

⑴  単価契約工事 

⑵  災害時等に緊急工事（特命随意契約に限る。）により行った工事 

  

（検査員） 

第４条 検査員は、検査担当課に所属する職員で、原則として係長又はこれに相当する職

位以上にある者をもって充て、検査担当課長の命を受けて検査の実施を担当する。 

２ 工事担当課に所属する職員を検査員とする場合には、検査員は、当該工事を担当する

係以外の係に所属する職員とする。ただし、やむを得ない理由があると認められる場合

は、この限りでない。 

３ ２人以上の検査員により検査を行う場合には、検査担当課長は、それぞれの検査員の

検査の対象を工事の施工区間、種別等により定めること又は他の検査員を指揮監督して

検査を行い、その結果を総括する検査員（以下「主任検査員」という。）を定めることが

できる。 

４ 検査担当課長は、検査員が監督員の職務を兼務することのないように検査員を選定、

又は自らが検査員として検査を実施するものとする。 

５ 検査員の指名は、検査員選定書（様式－２２）により行うものとする。 

 



（検査の実施） 

第５条 検査の実施に当たって、工事担当課長は、翌月の検査予定をとりまとめ、検査依

頼書兼通知書（様式－２４）により、当月２０日までに検査担当課長に提出するものと

する。ただし、工事担当課が行う検査においては、当該通知書の提出を省略することが

できる。 

  なお、完成検査は工期内検査を原則として、検査日は契約工期の期限７日前を目標と

する。 

２ 検査担当課長は、前項に規定する検査依頼書兼通知書の提出があった場合は、速やか

に検査実施計画を定め、工事担当課長に通知するものとする。通知を受けた工事担当課

の監督員は、受注者に対して検査を実施する旨及び検査日等必要な事項を事前に検査通

知書（様式－２３）により通知するものとする。 

 

（検査の立会い） 

第６条 検査は、現場代理人及び主任技術者（監理技術者を含む。）の立会いのもとに検査

を行うものとする。ただし、契約が解除された場合における検査を行う場合で、検査担

当課長が受注者の立会いが困難と認めるときは、主任監督員のみの立会いとする。 

 

（検査の中止等） 

第７条 検査員は、検査を行う際、次の各号のいずれかに該当したときは、検査を中止し、

直ちに、検査担当課長に報告しなければならない。 

⑴ 受注者又はその代理人若しくは使用人が検査の執行を妨害したとき 

⑵ 残工事がはなはだしく、検査に値しないと認められたとき 

⑶ 工事施行結果に重大な欠陥が認められたとき 

 

（修補） 

第８条 検査規程第７条に規定する指示が行われた場合は、次により処理するものとする。 

⑴ 工事担当課長は、受注者に対し、完成検査不合格通知書（様式－２５－１）、既済部

分検査不合格通知書（様式－３０－１）又は完済部分検査不合格通知書（様式－３３

－１）を交付し、修補の指示を行うものとする。 

⑵ 受注者から修補完了届（様式－４０）を受理した場合は、この要領の条項に準じ、再

検査を実施するものとする。 

⑶ 検査員は、再検査を終了し完成と認めた場合は、次条に規定する検査調書を作成する

ものとする。 

 

（検査調書） 

第９条 検査規程第９条に規定する検査調書については、次のとおり処理するものとする。 

⑴ 検査員は、給付が完了していることを確認した場合は、検査終了後速やかに工事検

査調書（様式－２６、３１、３１－１、３４）を作成し、検査担当課長に提出するも



のとする。 

⑵ ２人以上の検査員により検査を行った場合の検査調書は、連署で提出するものとし、

主任検査員が定められたときは、主任検査員及びそれ以外の検査員の区別を明示する

ものとする。 

 

（検査結果の通知） 

第１０条 工事担当課長は、給付の完了が認定された場合は、完成検査結果通知書（様式

－２５）、既済部分検査結果通知書（様式－３０）又は完済部分検査結果通知書（様式－

３３）を受注者に交付するものとする。 

 

（設計・施工・維持管理等一体発注方式の業務委託契約の検査の取扱い） 

第１１条 設計・施工・維持管理等一体発注方式の業務委託契約に係る施工業務部分（建

設工事の請負契約に該当する場合に限る。）の検査は、検査規程で定めるところによる。 

 

（委任） 

第１２条 中間検査に必要な事項は、この要領に定めるもののほか、都市整備局長が別に

定める。 

２ 様式については、都市整備局技術管理課長が別に定める。 

 

附 則 

この要領は、平成１６年４月１日から施行する。 

この要領は、平成１６年９月１日から施行する。 

この要領は、平成１８年４月１日から施行する。 

この要領は、平成１９年４月１日から施行する。 

この要領は、平成２０年４月１日から施行する。 

この要領は、平成２２年１１月１５日から施行する。 

この要領は、平成２４年４月１日から施行する。 

この要領は、平成２５年８月１日から施行する。 

この要領は、令和元年１１月１日から施行する。 

 


